
九州大学学術情報リポジトリ
Kyushu University Institutional Repository

アメリカの非組合大企業における人事管理 : F.K.
フォルクスの所論の批判的検討

今村, 寛治

https://doi.org/10.15017/4492930

出版情報：經濟學研究. 56 (3), pp.137-148, 1990-12-10. 九州大学経済学会
バージョン：
権利関係：



アメリカの非組合大企業における人事管理
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おわりに

はじめに一問題の所在一

筆者は前稿1)において，ニュー・ディール以来

アメリカ労使関係の基調を成してきた伝統的な

組合型労使関係システムが， 1980年代以降，労

働市場と製品市場の変化および非組合型労使関

係システムの圧力によって，新しい労使関係シ

ステムヘと変容し始めている事実を明らかにし

た2)。その変容の過程を示したのが，図 1であ

る。

図の左側に示されている伝統的な組合型労使

1) 拙稿「アメリカ労使関係の変容と QWLの位置づ
け」『経済論究』（九州大学大学院）第74号， 1989年。
2) 仁田氏はその論文のなかで，組合ー非組合と労働

者参加・統合一非参加・統合という二つの軸によっ

て， 1980年代のアメリカ企業労務戦略を類型化して

いる。これは，アメリカ労使関係の変容を考えるう

えでかなり示唆的であると思われる。仁田道夫「労

働組合に対する経営の挑戦ー1980年代アメリカ労使

関係の動向一」『日本労働協会雑誌』第325号， 1986

年。また，アメリカ産業社会における労働組合の存

在意義を詳細かつ明確に分析し，それとの関連で非

組合部門にも言及している、 R.B. Freeman and J. 
L. Medoff, What Do Unions Do?, Basic Books, 
1984 (『労働組合の活路』島田晴雄，岸智子訳，日本

生産性本部， 1987年）も参照した。

関係システムは， 1935年に制定され，労働者の

団結権，団体交渉権を認める画期的な内容をも

つ全国労働関係法 (NationalLabor Relations 

Act)によって，この時期から1980年代の初めま

でほぼ50年もの間，アメリカ労使関係において

支配的な位置を占めてきたが，その特徴を，戦

略レベル，団体交渉レベル，職場レベルの三層

に区分すると叫次のようになる。

まず，戦略レベルの特徴としては，企業の戦

略的意思決定が独占的に経営の統制下にあると

いうことである。そしてこの裏返しとして，ァ

メリカでは伝統的に，労使関係に占める団体交

渉制度の比重が大きく，経営権事項以外のきわ

めて広い範囲の問題が団体交渉を通じて決定さ

れるのであり，これが団体交渉レベルの特徴と

なっている。以上の二つの特徴は，アメリカ労

働運動の伝統であるビジネス・ユニオニズムを

反映したものである。

そして，職場レベルの特徴となっているのは，

職務規制組合主義である。これは，職務内容と

それに対応する賃率，各種の職務への配置，昇

進，配転，解雇，再雇用などを明確に定義した

詳細な協約と，それを円滑に運用するための苦

3) このように労使関係を三層に区分する方法は，コ

ーハン (T.A. Kochan)らMIT(マサチューセッツ
工科大学）グループの理論に特徴的に見られる。詳

しくは， T.A. Kochan, H. C. Katz and R. B. 
McKersie, The Transformation of Ameガcan
Industrial Relations, Basic Books, 1986を参照され
たい。
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情処理制度から構成されている。

それでは，以上の特徴をもつ伝統的な組合型

労使関係システムは，図 1の右側に示される新

しい労使関係システムヘとどのように変容して

いるのであろうか。

まず，戦略レベルでは，従来は独占的に経営

の統制下にあった企業の戦略的意思決定に労働

組合が参加する動きが見られる。

役会への組合代表の参加，

これは，取締

トップレベルでの協

議会などいくつかの形態をとっている。

次に，団体交渉レベルでは，団体交渉の結果

における変化と団体交渉の過程における変化の

二つに分けられる。

団体交渉の結果における変化の第一は，賃

金・付加給付に関する労働側の譲歩である。そ

して第二は，作業組織や人的資源配分における

柔軟性の増大を目的とした就業規則の変更であ

これは具体的には，職務内容の拡大，残業る。

の割り当てに関する経営側の発言権の拡大，経

営側がより自由に下請けを利用する権利の獲得，

労働者の自発的な配転に対する経営側の規制強

化などである。

一方，団体交渉の過程における変化は次の四

つである。①交渉構造の分権化。 これは，パタ

伝統的な組合型
労使関係システム

戦
略
レ
ベ
ル

戦略的な意思決定は

独占的に経営の統制

下にある

非紐合型

労使関係システム

団
体
交
渉
レ
ペ
ル

賃金・労働時間など

の労働条件は団体交

渉で決定

①労働コストの上昇

②バターン・バーゲ

ニング

職
場
レ
ペ
ル

職務規制組合主義

新しい労使関係システム

戦 醗的な意思繹へ晩翻・

略 労働組合の参加

レ
ベ
）レ

団 団体交渉の結果における変化

体 暉金・付肛給付の譲歩
父'. ②畝凜規則の変更

渉 団体交渉の過程における変化

レ ①交渉構造の分権化
ベ 畑使関係スタッフの役割低下

ル ③コミュニケーションの増大

④状況適応的な賃金決定

職 QWL~ 導入
場 ＝識務規制組合主義の解体

レ
ペ
）レ

図1 アメリカ労使関係の変容

（出所）今村寛治「アメリカ労使関係の変容とQWLの位置づけ」『経済論究』（九州大学大学院）第74号，
1989年， 23ページ。
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ーン・バーゲニングの機能低下や，問題が解決

されるレベルが全国レベルから企業・工場レベ

ルヘ下方移動することを意味する。②非組合型

操業への経営戦略の転換と，従業員参加の進展

によって，労使関係スタッフの役割が低下した

こと。③経営側と一般組合員との直接的なコミ

ュニケーション戦略。④状況適応的な賃金規準

の導入。

最後に，職場レベルにおける変革は，QWL(労

働生活の質の向上）の導入＝職務規制組合主義

の解体である。この変革は，作業組織の変更，

職務分類の削減，職務の拡大（多能エ化），先任

権の制限，賃金制度の改変など，労働協約の内

容にまで踏み込み，伝統的な団体交渉プロセス

を侵食する傾向が見られる。

このような伝統的な組合型労使関係システム

の変容にきわめて大きな影響を与えた要因とし

ては，まず労働市場と製品市場の変化をあげな

ければならない。

第二次大戦後のアメリカの労働組合組織率は，

1945年の35.5%を頂点としてその後一貫して低

下傾向にあるが，その原因は，労働市場におけ

る産業別，地域別，職種別，性別変動である。

すなわち，第一に製造業からサービス業への経

済のシフト，第二に北部および中西部から南部

および西部への産業の地理的移動，第三にホワ

イト・カラー労働者の増大，そして第四に労働

力に占める女性の構成比の増大という諸変動が

大々的に進行した結果，これまで組合が広く浸

透していなかった分野での雇用が増大したので

ある。

一方，製品市場の変化は，国際競争の激化，

国内の非組合企業の競争力の増大，規制緩和の

三つに大別できる。

そして，以上の労働市場と製品市場の変化と

並んで重要な意味をもつ要因が，非組合型労使

関係システムである。そこで本稿では，この非

組合型労使関係システムを，アメリカの非組合

大企業 (largenonunion companies) における

人事管理に関する綿密な調査を行なった F.K.

フォルクス (Foulkes)の所論を手がかりとし

て，解明することを課題とするものである。

本稿の構成としては，まずフォルクスの所論

を概説し，次にその中心的な位置を占める非組

合大企業における人事管理を詳細に考察する。

そして最後に，彼の所論を批判的に検討する。

I フォルクスの所論の概説

(1) 調査の目的，対象，方法

フォルクスの所論を概説する前に，彼の調査

の目的，対象，方法について述べておこう。

まず調査の目的は，彼の著作のタイトルであ

るPersonnel Policies in Large Nonunion 

Companiesから明らかなように，アメリカの非

組合大企業において行なわれている人事政策や

施策 (personnelpolicies and practices)の解

明である心

さて，フォルクスは，非組合大企業を二つの

型に分類している。ひとつは，完全な非組合大

企業 (entirelynonunion large company)であ

り，もうひとつは，支配的な非組合大企業(pre-

dominantly nonunion large company)である。

前者は，組合がアメリカ国内に代表権を全く持

っていないかあるいは持っていたとしてもその

企業の人事政策や施策にほとんど影響を与えな

いほどわずかである企業を意味する。これにた

いして後者は，アメリカ国内の生産・保全労働

1) F. K. Foulkes, Personnel Policies in Large 
Nonunion Companies, Prentice-Hall, 1980, p. 5. 
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者の大多数が非組合員である企業であり，この

場合，前者とは異なり，組合に組織された従業

員は非組合部門の人事政策や施策に影響を与え

る。絶対数から言えば，完全な非組合大企業は

きわめて少数で，Fortune500社のうちの約5%

にすぎないという。そしてフォルクスはこの調

査において，二つの型のうち主として完全な非

組合大企業を対象にしている凡

また，対象となった企業数は26社であるが，

それらはすべて匿名であり，業種は， 3社がサ

ービス業で他はすべて製造業であった3)0 

因に，この調査における大企業の定義は，売

り上げが， 1億ドルから数十億ドル，従業員数

は，アメリカ国内の生産・保全労働者に限定す

ると，およそ2,000名から20,000名である九

最後に，調査の方法は，企業の人事部門のス

タッフおよびその長，会長や社長を含むライ

ン・マネージャー，監督者 (supervisors) をは

じめとする現場管理者などへの面接という形を

とった。ただし，現場労働者(hourlyworkers) 

への面接はほとんどなされなかった凡

(2) フォルクスの所論の概説

非組合大企業に特徴的なトップ・マネジメン

トの価値観，政策，風土，成果に関するフォル

クスのモデルを示したのが，図2である。彼に

よれば，従業員に関するトップ・マネジメント

のある一定の態度，価値観，哲学，目標が，ぁ

2) Ibid., pp. 3,--....,5. 
3) Ibid., p. 6, p. 8. 本稿で明らかにしている非組
合大企業特有の種々の人事管理施策を実施している

アメリカの企業名を具体的にあげ，そこでの管理の

内容をまとめたものとしては，上野明『アメリカの

大企業一代表12社の経営戦略ー』中公新書， 1988

年がある。

4) Ibid., p. 8. 
5)・Ibid., p. 7. 

第 56巻第3号

る一定の現実の政策，すなわち，環境要因や企

業特性の効果的な管理，雇用保障，企業内部か

らの昇進，影響力がありかつ活動的な人事部門，

十分な賃金・付加給付プログラム，効果的なフ

ィードバック・メカニズム，コミュニケーショ

ン・プログラムおよび苦情処理，管理者の入念

な選抜，開発，評価などと結びつくことによっ

て，信頼と信用の風土 (climateof trust and 

confidence) を創り出す。そして，この風土は，

それを創り出したもの（トップ・マネジメント

のある一定の態度，価値観，哲学，目標と一定

の現実の政策）を強化し，さらにはそれ自身，

生産性や利潤に貢献するのである 6)。

ところで，現実の政策については次節で詳し

＜述べるとして，ここでは， トップ・マネジメ

ントの価値観と非組合大企業の人事管理の成果

について触れておかなければならない。

まず，フォルクスによれば，非組合大企業の

トップ・マネジメントの価値観には大きく分け

て二つの型があるという。ひとつは，哲学を背

負っている企業(philosophy-ladencompanies) 

である。この型の企業の根底には，もし経営側

がその職務をうまく遂行すれば，従業員は組合

を必要としないであろうという発想が存在する。

それゆえ，組合が存在しないということは，そ

の哲学の副産物にすぎない。そしてもうひとつ

は，教条主義的な企業 (doctrinaire)である。

先の型とは異なり，この型の企業にとって非組

合を維持することは明確な目標となっている”。

しかしフォルクスは，このような区分は歴史

的には意味があるが，今日ではそれほど明確で

はなく，図 3に示されるようにトップ・マネジ

メントの価値観は一つの連続体として理解され

6) Ibid., pp. 325,--..,326. 
7) Ibid., pp. 45,,..__,46. 
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個人、公正さ、リーダーシップについて
トップ・マネジメントが表明する信念

（従業貝に関するトップ・マネジメントのある一定の態度、価値観、哲学、目標）

n 

現実の政策
・日境要因や企業特性の効果的な管理
●雇用保障
●企業内部からの昇進
●影瞥力がありかつ活動的な人棗部門
●十分な賃金・付加給付プロクフム
●効果的なフィードバック・メカニズム、
コミュニケーション・プログラム、苦情処理
●管理者の入念な選抜、開発、評価

n 

（協働のための人間的価値と一致し、企業戦略の有能かつ
有効な長期的遂行に好都合な）信頼、協力、信用の風土

働くのに望ましい場所と
思われる企業と、欠員を
大きく越えるJぷ経者

JJ 

邸い生産性

より低い労働移動と
アプセンティズム

JJ 

組合に加入しよう
としない大多数の
従業員

より反応的で
参画的な従業員

より良い経営ー従業員関係

図2 非組合大企業におけるトップ・マネジメントの価値観，政策，風土，成果に関するモデル

（出所） F. K. Foulkes, Personnel Policies in Large Nonunion Companies, Prentice-Hall, 1980. p 327. 

好戦的な反組合 反組合 教条主義的 半哲学的 哲

図3 トップ・マネジメントの価値観
（出所） Foulkes, op. cit.,p. 56. 
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るべきであると主張している。つまり，トップ・

マネジメントの価値観は複合的なのであって，

図の線上のどの部分が相対的に強調されるかと

いう問題なのである凡

次に，図 2に示されているように，フォルク

スは人事管理の成果として，より柔軟な組織，

ノー・ストライキ，労働移動率の低さなどをあ

げている。しかし，これらは，経営側が認知し

ている (perceived)成果である。というのは，

実際には非組合大企業が効率的であることを示

す確かなデータが存在しないので，それに関す

る判断はどうしても面接を行なった経営者や管

理者の主観的な理解にとどまらざるをえないか

らであるという 9)。

II 非組合大企業における人事管理

(1) 環境要因や企業特性の効果的な管理

非組合大企業における人事管理としてフォル

クスが最初にあげているのは，環境要因や企業

特性の効果的な管理である。彼によれば，調査

の対象となった企業には 6つの環境要因が存在

するという。それらは，企業の創立年，地理的

な位置，工場の規模，労働力に占める女性労働

者および専門職の割合，不安定な仕事や従業員

グループの取り扱い，組合による組織化攻勢の

内容と強度である。そして，これら 6つの環境

要因が以下のような状態にあるとき，その企業

が組合によって組織される可能性は低くなると

いう。

第一に，企業の創立年については，その企業

が第二次大戦後に創立された場合。というのは，

調査の対象となった非組合大企業は，アメリカ

8) Ibid., pp. 55----..,56. 
9) Ibid., pp. 66----..,68. 

第 56巻第3号

において労働運動が非常な高まりを見せた1930

年代および40年代には創立されていなかったか

あるいは非常に小規模であったために，組合の

組織化攻勢から免れることができたと考えられ

るからである鸞

第二に，地理的な位置については，その企業

が南部の労働権州 (right-to-workstate)に位

置する場合乳

第三に，工場の規模については，その企業が

農村や郊外で小規模な工場を操業している場合。

それは，工場の規模が小さい場合には，管理が

容易であり，従業員との良好な関係を保ちやす

く，組合による組織化攻勢の目標にされにくい

という理由からである。しかし，工場の規模が

余りに小さく，例えば，交渉単位の過半数が数

人などという場合には，組合への賛成票を獲得

することがきわめて容易になるために，逆に組

合の勝率は高くなってしまう乳

第四に，労働力に占める女性労働者や専門職

の割合が高い場合。これは，女性労働者や専門

職は，そもそも組合加入への関心が薄いからだ

という 4)0

第五に，景気に左右されやすい不安定な仕事

を下請けに出している場合5)。なぜならば，もし

これらの仕事を自社の従業員に任せた場合，そ

の雇用の不安定さゆえに，彼らが組合に走る可

能性があるからである。

最後に，その企業が属する産業に大規模かつ

強力な組合が存在しない場合。この場合は，組

合による組織化攻勢はそれほど強力ではない6)0 

1) Foulkes, op. cit., p. 19, p. 39. 
2) Ibid., p. 39. 
3) Ibid., pp. 26,...,_,29, p. 39. 
4) Ibid., pp. 29,...,_,32, p. 39. 
5) Ibid., p. 39. 
6) Ibid., p. 18, p. 39. 
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これらの環境要因に関してフォルクスは，こ

のなかには偶発的なものもあるが，他方で企業

の目的を遂行するために管理することができる

ものもあり，例えば，地理的位置，工場の規模，

労働力の性質，不安定な仕事などは，経営が十

分コントロールすることができるものであると

主張している四

(2) 雇用保障

非組合大企業にとって，雇用の安定はきわめ

て重要な目標である。例えば，調査の対象とな

った企業のうち 9社は一度もレイ・オフを行な

ったことがなく，さらにこの9社のうち6社では，

操業短縮による労働時間の削減さえなかった凡

さて，雇用保障を提供するために非組合大企

業が実行している技法としては次のようなもの

がある。新規採用の凍結，労働力の自然減耗を

待つこと，臨時従業員や元従業員をある特定の

時期に限定して使用すること，在庫のつくりだ

め，下請け業者の利用，自発的な欠勤，休暇の

積み上げ，特別早期退職プログラム，配置転換，

訓練，ワーク・シェアリングなどである9)。

この他に，ある特定の環境要因や企業特性が，

雇用保障に大きな影響を与える場合がある。例

えば，企業の急成長，高い利潤率，それに労働

力に占める女性の割合などは雇用保障にプラス

の影響を与えるし，反対にその企業が景気に左

右されやすい産業に属する場合にはマイナスに

なるだろう 10)0 

非組合大企業においても状況によってはレ

イ・オフを行なわざるをえないが，それは組合

7) Ibid., pp. 330,--...,331. 
8) Ibid., p. 99. 
9) Ibid., p. 99. 
10) Ibid., p. 99, p. 121. 

企業とはかなり異なった様相を見せる。例えば

ある企業では，下請けの人員の全員排除と，そ

の年と翌年の全休暇の任意あるいは強制的な消

化がレイ・オフを開始するための条件になって

いた。また他の企業では，優遇された退職金プ

ラン，先進的な任意の特別早期退職プログラム，

職業紹介サービスが実施されていた。また，非

組合大企業においても，レイ・オフの際には先

任権が尊重されていた11)。

(3) 企業内部からの昇進

企業内部からの昇進は，調査の対象となった

企業にとって，雇用保障と同程度に重要な原則

である。

まず内部昇進の定義として，フォルクスは次

の4点をあげている。第一に，管理者や監督者

を主に時間給労働者の階層から選抜すること。

第二に，工場労働者に研究部門や事務部門への

移動の機会を提供すること。第三に，従業員に

訓練や教育の機会を提供すること。そして第四

に，入り口の仕事 (entryjobs) を制限するこ

と12)。この第四の点は，内部昇進の原則を維持す

るために外部からの採用を制限していることを

意味するものと思われる。

多くの非組合大企業において，内部昇進は職

務掲示 (jobposting)によって制度化されてい

る13)。職務掲示とは，ある職務に空きができたと

きに，それが社内で公示され，応募者のなかか

ら選考によって昇進者がきめられる方法である。

職務掲示の対象となる従業員は，主に生産・保

全労働者であるが，事務・技術・管理職の一部

まで対象としている企業もいくつか存在した。

11) Ibid., p. 118. 
12) Ibid., p. 124. 
13) Ibid., p. 125. 
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しかし，上級管理職まで含んでいる企業はきわ 様に能力よりも先任権を重視していることであ

めて少数であった。また，職務が掲示される範 り17), この点は組合企業と変わらないように思

囲は，調査の対象となった企業では組合企業よ われる。

りも一般的に広かった。例えば，複数の州にエ

場をもつ企業では，ある一つの工場の職務が企

業内のすべての工場に掲示されていた14)。

これらの企業が職務掲示を採用している最大

の理由は，職務掲示が，監督者が自分の気に入

った従業員だけを昇進させることを防止し，そ

の存在を知られていない組織内の才能の発見を

促進することにある 15)。このように内部昇進は，

企業内での人的資源の有効利用，言い換えれば，

人材の活性化を目標とし，他方で昇進に対する

従業員の欲求を満足させようとするものなので

ある。

しかしフォルクスは，いくつかの点で非組合

大企業における昇進と組合の存在する企業のそ

れとの相違を明確にしていないように思われる。

第一に，非組合大企業では，必ずしもすべての

職務が掲示されるわけではないということであ

る。つまり，そこでは昇進ラインがすでに確立

しているために，ある特定の部門内にその職務

に関心をもち実際に遂行できる従業員がいない

場合に限って，職務掲示されるという事例が指

摘されている。その結果，掲示される職務の多

くは昇進ラインの入り口の仕事に限定されてし

まう 16)。けっきょく，非組合大企業の昇進の範囲

が実際には組合企業のそれとどの程度異なって

いるのかをフォルクスは明らかにしていない。

第二に，応募した従業員のなかから昇進者を決

定する場合，能力や業績を計測することがきわ

めて困難であるという理由から，組合企業と同

14) Ibid., pp. 128"'129. 
15) Ibid., pp. 125"'127. 
16) Ibid., pp. 128"'129. 

(4) 影響力がありかつ活動的な人事部門

非組合大企業の人事部門は，強力な力を所有

し行使している。この源泉は， トップ・マネジ

メントと人事部門との密接な関係にある 18)0 

例えば，調査の対象となった企業の半数以上

では，人的資源管理あるいは人事担当副社長は，

直接，最高経営責任者 (CEO) に報告してい

た。また残りの企業の大半では，総括経営担当

副社長 (administrativevice-president)かスタ

ッフ副社長 (staffvice-president)に報告して

いる。さらに，総括経営担当副社長のなかには，

以前その企業の人事部長を経験したものがおり，

彼らは現在でも多くの場合，その企業の人事部

の実際の長の役割を果たしている 19)0

また，調査の対象となった企業のうち 4社で，

人事担当の副社長がその企業の取締役会のメン

バーになっている事実がある。さらに他の企業

では，その企業の取締役の座にある人事担当の

上級副社長が，社長の後継者の一人と見なされ

ていた20)0 

さらに，企業の各部門や工場に対する本社の

人事部門の強大さを示す次のような例がある。

34,000人の従業員を擁するある企業では，従業

員の採用の際は，全従業員のわずか30%が本社

勤務であるにもかかわらず，本社の人事部門が，

応募者の面接と採用の決定を行なっているので

ある 21)。

17) Ibid., p. 142. 
18) Ibid., p. 95. 
19) Ibid., p. 71. 
20) Ibid., pp. 71,...__,72_ 
21) Ibid., pp. 72,...__,73_ 
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(5) 十分な賃金・付加給付プログラム

非組合大企業は，賃金・付加給付に関してさ

まざまな特徴を持っている。

第一に，調査の対象となった非組合大企業は，

概して同産業や周辺地域の標準よりも高い賃金

を支払っている。そしてこのために，競争相手

となる組合企業の賃金レベルを定期的に調査し

ている 22)0 

さらに， このような，組合企業に対する非組

合大企業の賃金の相対的な優位性は，管理者の

手紙，監督者の口頭説明， ミーティングなどを

通じて，従業員にコミュニケートされているの

である 23)。

第二に。フォルクスの調査の対象である非組

合大企業には，完全な非組合大企業と支配的な

非組合大企業があることは既に述べた。このう

ち支配的な非組合大企業では，時間給従業員に

たいして業績給 (meritpay)は適用されていな

ぃ。この種の企業では，実験的に俸給制を導入

しているところを除くと，賃金システムは，そ

れらの企業のなかの組合によって組織された部

門と非常によく似ている 24)0 

これにたいして，完全な非組合大企業の大部

分では，賃上げを個々の従業員の業績に基づい

て行なう業績給が実施されている。これらの企

業のトップ・マネジメントは，業績給を，組合

企業に典型的に見られる総体的な賃上げをとも

なった単一の賃率システムよりもより多くの労

働努力とより良い従業員の成果を促進する一つ

のインセンティブであると認識している 25)0 

しかしながら，調査の対象となった大部分の

22) Ibid., p. 166. 
23) Ibid., p. 160, p. 163, p. 166. 
24) Ibid., pp. 168,...,__, 169. 
25) Ibid., p. 168. 

企業では，業績給の理論的な概念と実際の運用

とは非常に異なっていた26)。というのは，職務に

よってはその業績を計測することが困難なもの

もあるし，またたとえ困難でなくても，大部分

の従業員は自己の業績を平均以上であると考え

ているために，監督者が業績に関する査定を従

業員に正直に伝えることをためらい，その結果，

実際には，業績よりも先任権に基づいた自動的

な賃上げを行なう傾向があるというのである 27)0 

第三は，ブルー・カラー労働者に対する俸給

制の採用である。これは，調査の対象となった

企業のおよそ半分が実施していた。全従業員に

対する俸給制の適用は，ブルー・カラーにたい

して追加的な所得保障を与えるだけではない。

それは，経営と労働の間の，すなわちホワイト・

カラー労働者とブルー・カラー労働者の間の「俺

達と奴等」 ("we-they")という差別意識の解消

を意図したものなのである 28)0 

第四に，非組合大企業は，付加給付に関して

も賃金と同様に他の企業よりも高いレベルにあ

る。さらに先の俸給制と同じく，平等な取り扱

い原則に基づいて，企業の全従業員に同じ付加

給付が適用されている。さらに，付加給付に関

する情報は，小冊子，社内報，手紙などを通じ

て従業員に伝えられている 29)0 

第五に，非組合大企業は，伝統的な給付建て

退職所得プランを補完するいくつかのプログラ

ムを備えている。代表的なものとしては，①繰

26) Ibid., p. 169. 
27) Ibid., p. 188. フォルクスが引用しているマイヤ
ーも，業績給の最大の問題点は，このような，従業

員の自己の業績に対する過大評価であると指摘して
いる。 HerbertH. Meyer, "The Pay-for-Perfor-
mance Dilemma", D.S. Beach, Managing People 
at Work (3rd. ed.), Macmillan Publishing, 1980. 
28) Ibid., p. 190. 
29) Ibid., pp. 209,---...,210, pp. 215,---...,219. 
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り延べ利潤分配制，②現金ボーナスプラン，③

投資プランなどがある。②の現金ボーナスプラ

ンには，企業の利潤に基づいて支払われるボー

ナスである「現金利潤分配制」と，従業員の所

得と結びついている固定額のボーナスの 2種類

がある。さらに，③の投資プランとしては，従

業員の掛金の一部を企業が負担する貯蓄プラン

と，従業員がその企業の株式を市場価格よりも

安い価格で購入する株式購入プランがある 30)0 

(6) 効果的なフィードバック・メカニズム，

コミュニケーション・プログラム，苦情処理

効果的なフィードバック・メカニズム（調査

の対象となった企業は，コミュニケーション・

プログラムと呼んでいる）の目的は，第一に，

個々の従業員の問題をそれが重大になるまえに

発見し対応すること，第二に，従業員が不満を

トップ・マネジメントに示すことを恐れないよ

うな開放的な情況を創り出すこと，第三に，下

位の管理者が上位の管理者の耳に心地よいこと

だけを報告する，いわゆるフィルター問題を解

決すること，第四に，ビジネスに関する情報を

監督者や従業員などの下方に伝達すること，第

五に，これらのプログラムは， トップ・レベル

の管理者が労働者とそのモラールに強い関心を

持っていることを示すので，監督者をチェック

することになる，そして最後に，従業員が，職

務に関連した問題だけでなく個人的な問題をも

30) Ibid., pp. 228,.....,242. 伝統的な給付建て退職所得
プランを補完するこれらのプログラムは，次に述べ

る4つの相互に密接に関連した目的を持っている。
第一に，公正さと経済的平等という哲学に，経営側

が忠実であることの明確な表明として役立つこと，

第二に，企業の将来の経済的な利害関係に従業員を

関与させることによって，従業員をその企業の目標

と一体化させること，第三に，従業員の動機づけに

貢献すること，そして第四に，個々の従業員の所得

保障を改善することである。 Ibid.,pp. 247,.....,261. 
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解決するのを助ける 31)0 

フィードバック・メカニズムには次のような

技法がある。態度調査，個人的あるいは職務に

関連した問題のためのカウンセリング・プログ

ラム，労使同数の代表からなる従業員代表制，

従業員ミーティング，工グゼクティブと従業員

との面接，従業員の不満にたいして経営側が文

書か口頭で回答するパーソン・ツー・パーソン・

プログラム，質問箱などである 32)0 

ところで，一般的に組合企業には，紛争に関

する拘束力のある仲裁を提供する公式の苦情処

理手続きが備わっているが，非組合企業にはこ

の種の手続きは存在しない。しかし，調査の対

象となった多くの非組合大企業は，「オープン・

ドア政策」と呼ばれる，不満を解決するための

公式のメカニズムを持っている 33)。

だが，大部分の非組合大企業ではこれらの手

続きは，あまり使われていない。フォルクスに

よると，これは，フィードバック・メカニズム

が，従業員の不満をそれが公式のメカニズムに

達するまえに解決しているからだという 34)0 

(7) 管理者の入念な選抜，開発，評価

特に一章を設けて論じているわけではないが，

フォルクスはいたるところで管理者の活性化を

強調している。彼によるとこれは，非組合企業

特有の，規則の曖昧さや柔軟性ゆえに，人事政

策を実行に移すためには優秀な管理者を必要と

するからだという。

実際，非組合大企業の監督者は次のような不

満を口にする。曰<'企業の政策の柔軟性ゆえ

31) Ibid., pp. 260,......,261. 
32) Ibid., pp. 261,......,263, pp. 276,......,296. 
33) Ibid., pp. 299,......,300. 
34) Ibid., p. 300, p. 318. 
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に決定がきわめて困難である。曰く，従業員の

身分保障が非常に強固であるために，政策を乱

用する従業員がいる。例えば，俸給制を導入し

たために，無断欠勤が増え，昼食時間が長くな

り，従業員が残業をしたがらなくなったなどの

事態が生じた企業がある。しかし，これらを理

由に従業員の懲戒や解雇は難しいのである 35)0 

お わりに

以上，非組合大企業の人事管理に関するフォ

ルクスの所論を簡単に見てきた。彼に従えば，

これらの企業の人事管理の特徴は，扉用保障，

企業内部からの昇進，平等色の強い賃金・付加

給付，そして労使間の情報の共有であるといえ

るだろう。

ところで，筆者は前稿において，バーマ (A.

Verma)とコーハンによる，組合型と非組合型

の両方の工場を抱えるある巨大な製造コングロ

マリットに関する事例研究1)をもとに，非組合

型労使関係システムの分析を試みた。そこで，

非組合型労使関係システムに関するバーマとコ

ーハンと，フォルクスの見解を比較したのが，

表 1である。バーマとコーハンによると，非組

合型労使関係システムの特徴は，第一に，組合

部門よりも相対的に労働コストが低いこと，第

ニに，革新的な報酬制度，労使間のコミュニケ

ーションの拡大および従業員参加プログラムの

実施によって，労働者により大きな満足と参加

意識を提供し，組合組織化への労働者の要求を

35) Ibid., pp. 63,...__,66. 
1) 詳しくは， A.Verma and T. A. Kochan, "The 
Growth and Nature of the Nonunion Sector 
within a Firm", T. A. Kochan (ed.), Challenges 
and Choices Facing American Labor, The MIT 
Press, 1985を参照されたい。

低下させていること，そして第三に，柔軟な作

業組織と人的資源配分によって，労働力の弾力

的な配置を実施していることであった。これに

たいしてフォルクスは，バーマとコーハンのあ

げた第一の特徴に関しては否定的な結論を出し

ている。これは，フォルクスの調査の対象が大

企業であることと深い関連があるものと思われ

る。しかし，これ以外の第二，第三の特徴につ

いては両者の見解にかなり共通した部分が見ら

れる。それゆえここでは，人事管理の個々の具

体的な中味については両者に若干の相違が見ら

れるものの，従来の伝統的な組合型労使関係シ

ステムとはかなり異質な人事管理を通じて，労

働者と企業の一体感を醸成し強化するという点

が，非組合型労使関係システムの中核を占める

のではないかという結論をひとまず提示してお

くことにしたい。

従来ほとんど注目されることのなかったアメ

リカの非組合大企業の人事管理を綿密に調査し

たフォルクスの功績は大きいと言わなければな

らない。例えば，非組合大企業では労働者はも

っぱら業績や能力に基づいて賃金や昇進が決め

られており，満足な働きをしないとすぐに解雇

されてしまうとか，あるいは，この種の企業は

ただ単に他の企業よりも高い賃金を支払ってい

るから非組合を維持しているのだとかいう一般

の人々が抱いている誤った理解を訂正し，さら

には非組合大企業の人事管理と組合企業のそれ

との（レイ・オフや昇進における先任権の尊重，

業績給の有名無実化，苦情処理制度の完備など

の点での）類似性，すなわち，組合運動や団体

交渉制度が非組合大企業の人事管理に及ぼす影

響を指摘している点2)はとりわけそうであろう。

2) Foulkes, op. cit., pp. 340,.....,341. 
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表1 非組合型労使関係システムに関するバーマとコーハンと，フォルクスの見解の比較

ノゞーマとコーハン フォルクス

①組合部門よりも相対的に労働コストが低い → 否定

（フォルクスが大企業を対象にしているから

と思われる）

②革新的な報酬制度，労使間のコミュニケーションの拡大およ → 雇用保障，企業内部からの昇進，平等色の

び従業員参加プログラムの実施によって，労働者により大き 強い賃金・付加給付，労使間の情報の共有な

な満足と参加意識を提供し，組合組織化への労働者の要求を どによる信頼と信用の風土の創出

低下させている

③柔軟な作業組織と人的資源配分によって労働力の弾力的な配 → 肯定

置を実施 （非組合大企業の人事管理の成果として言及）

（出所） A. Verma and T.A.Kochan, "The Growth and Nature of the Nonunion Sector within a Firm", T.A. 

Kochan(ed.),Challenges and Choices Facing AmeガcanLabor, The MIT Press, 1985. 

Foulkes,op. cit. 

しかしながら，フォルクスにはいくつか批判

されるべき点もあるように思われる。

まず最初に，フォルクスの所論は，もっぱら

経営者や管理者への面接調査に依存しているた

めに，彼らの発言を鵜呑みにしている傾向が見

られる。フォルクスの主張する， トップ・マネ

ジメントの価値観→現実の政策→信頼と信用の

風土→一定の成果という連鎖を検討してみよう。

第ーに，労使間の信頼と信用が効果的な従業員

＇ 関係の鍵であると強調されているが，これは経

営者や管理者の主観的な理解にとどまるもので

あり 3)' 客観的に証明されているわけではない。

これは，一定の成果についても同様である。ま

た， トップ・マネジメントの価値観がどのよう

な場合に図 3の線上のどこに位置するのかにつ

いては必ずしも明らかにされていない。

次に，ある企業が非組合であることは歴史的

に見て偶発的な所産である可能性があるにもか

かわらず，フォルクスは，非組合であることへ

の（コントロールできない，偶発的な）環境要

3) Ibid., pp. 325.....,_,326. 

因と人事政策の影響を考える場合，後者を強調

しすぎるきらいがあるように思われる。例えば

彼は，環境要因や企業特性のなかには，企業に

とって偶発的なものもあるが，他方で，地理的

な位置，工場の規模，労働力の性質，景気に敏

感な仕事や従業員グループなどの要因は，経営

が十分操作することができると主張している

が叫これらの要件を組合回避という目的のた

めだけにコントロールすることは不可能ではな

いだろうか。

非組合型労使関係システムの解明という課題

への本稿の回答が十分なものであったとは思わ

れない。またこれまで見てきたように，アメリ

カの非組合大企業の人事管理は，いわゆる日本

的経営とかなり類似している点もあるようであ

る。非組合型労使関係システムは，今後，日本

的経営のアメリカヘの移転可能性が議論される

際，より重要な問題となってくるのではないだ

ろうか。これら諸々の課題は，今後の検討に委

ねることにしたい。

4) Ibid., pp. 330---...,331. 
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